
  

 

 

▶ 安全確保の実施方針 事後保全管理から予防保全管理への転換を図ります。 

▶ 点検・診断と維持管理の実施方針 

 

目的に応じた合理的な点検・診断を実施すると共に、データベースや 

点検マニュアルを整備し、日常のメンテナンスサイクルを構築します。 

▶ 耐震化の実施方針 耐震化の推進と定期点検等による安全管理を実施します。 

▶ 長寿命化・大規模改修の実施方針 

 

予防保全による長寿命化を推進し、更新等費用の平準化及び縮減に 

取り組みます。 

▶ 更新等の実施方針 

 

施設の適正規模を検証すると共に、民間活力の導入等により、 

効率的な更新を行います。 

▶ 機能統合等の推進方針 

 

将来世代に過度な負担を残さず、安全かつ必要な村民サービスを提供し

ていくため、施設評価に基づく合理的な公共施設等のあり方を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ フォローアップの実施方針 

 

ＰＤＣＡサイクルに則り推進します。また、計画は 10 年毎を基本とし、 

社会情勢の変化等、必要に応じて見直します。 

▶ 全庁的な取り組み体制の構築 

 

「ＦＭ推進担当」を中心とし、ワーキンググループ、検討委員会、 

その他関連部署と連携して全庁的に取り組みます。 

▶ 情報の管理及び共有の実施方針 

 

各種研修や説明会を開催する等により、職員の意識醸成と 

村民との情報共有に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

背景と目的 

公共施設等が抱える課題を解消し、より良い村民サービスを提供し続ける 

 村では、これまでは人口増加に応じて公共施設等を整備してきましたが、全国的な傾向と同様に、老朽化対策が喫緊

の課題となっているだけでなく、更に人口減少や少子高齢化、情報化社会の進展などの環境変化による公共施設等に対

する需要の変化等への対応も求められています。 

これらの課題を解決し、将来世代により良い村民サービスを提供し続けるため、村では公共施設等マネジメントに取り組むこ

ととし、その基本的な考え方や管理の方針を示すこととします。 

計画期間 

平成 29 年度から平成 68 年度までの 40 年間 

 公共施設等の更新が集中する期間を包括し、この期間の効率的な管理方針を示します。なお、基本的には 10 年毎、

または社会情勢の変化等に応じても適時に見直します。 

対象範囲 

建築物系施設とインフラ系施設 

 村有財産のうち、行政系施設、学校教育系施設等の建築物系施設と、道路、橋梁等のインフラ系施設とし、土地およ

びその他財産、金融資産、また一部事務組合の保有施設は対象外とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

計画概要 

対象範囲

その他（金融資産、動産等）

村有財産

土地

建築物系施設

（行政系施設・学校教育系施設・公営住宅 等）

インフラ系施設

（道路・橋梁・簡易水道・農業用水・農業集落排水）

公共施設等

 

公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

公共施設等マネジメントの取り組み方針 

■統廃合等の取り組みイメージ 

■長寿命化イメージ 

平成 29 年 3 月 高山村総務課 発行 

●集約化

余剰

類似する機能

A A

A’

●複合化（多機能化）

余剰
高山村保健福祉センター

ＢA

Ｂ

A

異なる機能



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ 老朽化の進行 

■ 建築物系施設の管理面積は、現在約 3.4 万㎡（44 施設）です。村民 1

人当たりでは 9.17 ㎡となり、県内 23 町村の平均より多い状況です。 

■ 建築物系施設の約半分は、既に大規模改修時期の目安である築 30 年を経

過しており、老朽化が進行しています。 

■ インフラ系施設では、橋梁の約 2 割が既に耐用年数を経過し、簡易水道及び

農業用水は、10 年後以降に耐用年数を迎えます。 

 

▶ 更新等費用の増大と財源不足 

■ 全ての公共施設等を現状のまま管理していく場合、今後 40 年間に要する更

新等費用は 207.7 億円（年平均 5.2 億円）となる見通しです。 

■ 一方、これまでに村が公共施設等の整備に要してきた費用は、年平均 4.4 億

円であり、同額分を将来まで充当可能と想定した場合でも、年間 8 千万円が

不足する見通しです。 

■ 更新等費用のうち、インフラ系施設が約 3 割を占めています。 

▶ 人口減少と少子高齢化に伴う需要の変化 

■ 村では、今後30年間、少子高齢化の傾向が続く見通しで、それに伴い、総人

口は今後 40 年間で約 2 割が減少する見通しです。 

■ 人口変動に伴い、求められる公共施設等の規模やサービスも変化しています。 

■ 今後人口減少が進むと、村民 1 人当たりの管理面積が増大し、加えて、少子

高齢化により税収を支える世代（15～64 歳）の人口が減少することで、村

民 1 人当たりが負担する公共施設等の管理費用は更に増大する見通しです。 

公共施設等の現況と将来の見通し 
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充当可能財源 年4.4億円

不足額 年0.8億円

40年間 総額207.7億円

年5.2億円

公共施設等が抱える課題 

老朽化や災害に対する安全管理 

■ 老朽施設について、保全計画の検討等の早急な安全対策が求められています。 

■ 災害時の防災拠点や避難所となる施設、村民の生活に密接した施設について、災害時に必要な機能

や性能が求められています。 

増大する更新等費用の縮減 

■ 財源不足のため、現在管理している全ての公共施設等を、安全に維持していくことは困難な状況です。 

■ 限られた財源のなかで、将来世代へ必要な村民サービスを継続して提供していくためには、管理費用の

縮減が求められています。 

公共施設として求められる規模や村民サービスへの適正化 

■ 財源不足や需要の変化に対応していくため、これからの公共施設等のあり方を見直し、必要な規模や

村民サービスへの適正化が求められています。 

課題 1 

課題 2 
   

課題 3 
 

課
題
解
消
の
た
め
に
・
・ 

公共施設等マネジメントの基本方針 
 

安全で快適な施設づくり 

■ 老朽化対策や防災拠点等の整備を推進し、利用者の安全を確保します。 

■ ユニバーサルデザインの導入等により、だれもが快適に利用できる施設づくりをします。 

効率的な施設づくり 

■ 地域、民間事業者、周辺自治体等との連携による、効率的な管理体制の構築を推進します。 

■ 村民の利便性向上に配慮した統廃合等を推進するとともに、維持する施設の長寿命化や省エネ

設備の導入等により、管理費用の縮減と平準化を図ります。 

村民ニーズに則した施設づくり 

■ 道の駅「中山盆地」を中心拠点とする施設整備を推進し、村の活性化と村民の日常生活の利

便性向上を目指します。 

■ 少子高齢化社会を見据え、医療、福祉、子育て、教育等の充実を図る施設づくりをします。 

■ 適正な規模、機能、配置、サービス内容を見直し、公共施設等の再編を推進します。 

方針 1 

方針 2 

方針 3 

■建築物系施設の建築年度別整備量 ■公共施設等の将来更新等費用と将来充当可能財源の比較 ■総人口及び年齢３区分別人口の推移と見通し 
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[人]

年少人口 生産年齢人口 老年人口

年少人口割合 生産年齢人口割合 老年人口割合

実績値 推計値


